連合発　各局ニュース(総合政策局)　 第10-00198号

2008年12月26日

 全組織  御中 

日 本 労 働 組 合 総 連 合 会  

政策委員会委員長 　西　原　浩一郎 

総合政策局長 　　　小　島　　　茂 

政策ニュースレター第1086号

「2009年度介護報酬改定」を諮問・答申

第63回社会保障審議会介護給付費分科会

　厚生労働省は12月26日、都内で第63回社会保障審議会介護給付費分科会を開催し、厚生労働大臣より2009年度介護報酬改定に向けた「介護報酬・指定基準等の見直し案」が社会保障審議会に対して諮問され、同日、介護給付費分科会として了承した。介護報酬改定率3.0％のうち、在宅分が1.7％、施設分は1.3％の内訳となった。新たな「介護報酬・指定基準等」は、2009年4月から実施される。

　

2009年度の介護報酬改定は、以下の基本的な視点に立って行われた。

１．介護従事者の人材確保・処遇改善

　　① 負担の大きな業務に対する評価

　　② 介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価

　　③ 介護報酬制度における地域差の勘案方法等の見直し

２．医療との連携や認知症ケアの充実

　　① 医療と介護の機能分化・連携の推進

　　② 認知症高齢者等の増加を踏まえた認知症ケアの推進

３．効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証

　　① サービスの質を確保した上での効率的かつ適正なサービスの提供

　　② 2006年度に新たに導入されたサービスの検証および評価の見直し

　全体に共通する見直し事項としては、介護従事者のキャリアや勤続年数に着目した事業所評価が導入されたほか、地域区分については、特別区と乙地の報酬単価がそれぞれ13％から15％、3％から5％に見直され、地域差を勘案する人件費にかかる職員の範囲が「人員配置基準において具体的に配置を規定されている職種の職員」に拡大された。その他、現行ではサービスの種類によって60％と40％に区分されている人件費割合が、70％、55％、45％の3段階に分けられることとなった。

　2009年度介護報酬改定に対し、連合の小島委員は「今回の介護報酬改定は、人材確保と処遇改善が目的。3.0％が介護従事者の処遇改善に、どう配分されるかが課題だ」と発言した。その上で、「介護従事者の処遇改善のために1200億円という公費で措置することを考えれば、その趣旨が活かされるよう、具体的に従事者に配分されたのかを国が責任を持って検証するべき」と述べ、答申書に附帯意見として国の責任で検証することを明記すべきだと意見を述べた。

　大森分科会長（東京大学名誉教授）は、小島委員の意見に対して「今回の介護報酬改定は介護従事者の処遇改善が目的であり、答申には当然その趣旨が含まれているものと考えている」と述べ、社会保障審議会の貝塚会長（京都産業大学客員教授）に報告する際には、再度介護従事者の処遇改善について意見があったことを報告することを約束した。

　小島委員は、介護従事者の処遇改善のために国による検証を求めるとともに、「労働組合としての立場からすれば、春の賃金交渉で賃金の改善に向けて取り組んでいきたい。事業者団体にも、今回の報酬改定の趣旨を理解していただきたい」と述べ、労働組合としても介護従事者の賃金改善に取り組んでいくことを表明した。

　厚生労働省からは、2009年度の介護報酬改定が介護従事者の処遇改善に結びついているかを検証するため、社会保障審議会介護給付費分科会に調査実施委員会（仮称）を設置することが提案され、分科会委員によって了承された。

　最後に、大森分科会長が年内に諮問・答申できたことに対して、謝意を表するとともに、「今回の報酬改定が、まず何よりも介護従事者の処遇改善に結びつくことを期待している」と述べて、審議会を締め括った。

その他、各委員からの意見（要旨）は次のとおり。

○ 委員からの意見・質問

● 厚生労働省の答弁

＜介護報酬・指定基準等の見直し案について＞

○ 「居住系施設」の用語について、介護と医療で指すものが異なる部分があるが、統一されるのか。

● 用語の統一については、介護報酬と診療報酬の同時改定の時に検討したい。

○ 生活援助の2時間の提供が認められなかった。日本人の生活様式からいっても、長時間の生活援助が必要。

○ ホームヘルパーの常勤化の道筋が見られなかったことが残念。

○ 利用限度額について触れられなかった。

○ 今回の改定率は全体で3.0％、内訳は在宅が1.7％、施設が1.3％ということだが、それぞれで見るとどれ程上がったのか。

● ほぼ、それぞれ3.0％ずつ上がった。

○ 認知症に対する加算が多く入ったが、認知症の自立度Ⅲ以上という判断について、認定にばらつきがある。今回加算の要件に入ったため、事務が増える懸念がある。

○ 今回の報酬改定では、全体に加算が増えたため、事務が煩雑になる恐れがある。保険者の事務負担が増えないようにして欲しい。

○ 介護予防居宅介護支援については、今回の改定で400単位から412単位になったが、その理由は。

● タイムスタディ調査の結果はばらつきが大きく、多くが平均時間内に収まっているが、一部には時間のかかっているものもあるため、412単位は今回の改定率に準じたものである。

○ 小規模多機能型居宅介護には、市町村独自の報酬を定めることができるが、今回の改定で認知症加算が入った。これについて、どのように考えればよいのか。

● 新規で認知症高齢者に対する加算を付けたので、市町村の独自報酬と重なることになるが、それについては早急に検討したい。

○ 居宅介護支援の40件までの単位が全く現行どおりだが、これが変わらなかった理由はなぜか。また、60件以上担当しているケアマネージャーのケアプランとは、どのような内容なのか、資料は持っているか。

● 39件までの単位はきちんと確保し、さらに特定事業所加算に段階を付けて取りやすくした。各種加算を活用して欲しい。60件以上を担当しているケアマネのケアプランについては、今は資料がない。

○ 介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価について、この有資格者割合の基準となるのは、法定の介護職員の数なのか。それとも実際に配置している数で見るのか。実数で見ることになると、既に基準以上に多くを配置している事業所が不利になるのではないか。

● 実際に配置している数。手厚い配置への加算は、別途行っている。

＜調査実施委員会（仮称）の設置について＞

○ 構成メンバーに介護給付費分科会の委員が多く、検証という意味ではより第三者的な視点を持ったメンバーを選ぶべきではないか。

○ まずは内部で責任を持って検証することが必要。その検証が適切かどうかについて外部で評価することはあるかもしれないが、介護給付費分科会自身で責任を持つべき。

○ 中医協でも、内部の学識経験者により検証会が作られている。まず内部で責任を持って検証することが大事だ。（小島委員）
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